



















政法人・PFI の 3 つを早期に活用した病院の契約と制度設計を検討した．この内，指定管理
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　PFI とは，民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年 7

























れるようになった5）．2004（平成 16）年の地方独立行政法人法施行や 2006（平成 18）年 9 月
の地方自治法の一部改正に伴う指定管理者制度の本格導入により，経営形態の多様化が模索さ




























［1］総務省自治行政局『公の施設の指定管理者制度の導入状況に関する調査結果（平成 19 年 1 月）』・参考資料
「公の施設の指定管理者制度について」
［2］地方独立行政法人制度の導入に関する研究会『地方独立行政法人制度の導入に関する研究会報告書（平成
14 年 8 月）』























年度 2008 2009 2010 2011 2012
全部適用 286 322 343 354 360
一部適用 596 538 475 442 415
指定管理者（代行制） 34 31 29 25 21
指定管理者（利用料金制） 20 25 36 42 51
計 936 916 883 863 847
B．病院数の増減
年度 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
病院数 982 973 957 936 916 883 863 847
増加数 ― 9 5 4 11 9 9 8
減少数 18 18 21 25 31 42 29 24
＊地方独立行政法人化 1 6 1 3 7 22 11 7




























































4. 3　マルチ・タスク・モデル（Multi Task Model）
　基本モデルは，プリンシパルが 1人，エージェントが 1人，依頼する仕事や業務が 1つの場
合で，シングルタスク・シングルエージェントである．依頼する仕事や業務が 1つ以上の場合
は，マルチ・タスクであり，Holmstrom and Milgrom（1991）はこの最適契約を分析した．




院のサービス使命に関する成功度の 2つである．理事会の目的関数は B＝（SURPLUS, SER-




　病院経営者は，第三者には観察不可能な努力 (l1, l2)がある．この努力 (l1, l2)は，誤差 (ε1, ε2)
を伴って，成果 (SURPLUS, SERVICE)を実現する．成果関数は，SURPLUS＝l1＋ε1 および
SERVICE＝l2＋ε2 である．病院経営者の努力費用関数はG(l1, l2)である．
　理事会は，以下の問題を解く契約（α0, α1, α2）を選択する．
max E｛B(SURPLUS(l1,ε1), SERVICE(l2,ε2))－α0－α1 SURPLUS(l1,ε1)－α2 SERVICE(l2,ε2)｝
subject to:
E｛U(C)－G(l1, l2)｝ U0
(l1*, l2*) ∈ arg max E｛U(C)－G(l1, l2)｝ (2)
ここで (l1*, l2*)は均衡労働供給量である．






















である．理事会が余剰 SURPLUS の実現に関する出来高率 α1 を追加的に高く設定する場合，
病院経営者の病院のサービス使命の実現に費やす努力水準 l2 は低下する．一方，理事会が病
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院のサービス使命に関する成功度 SERVICE の実現に関する出来高率 α2 を追加的に高く設定
する場合，病院経営者の病院のサービス使命の実現に費やす努力水準 l2 は上昇する．
　非営利病院は，community service，education，research，quality，charitable care など特
定の目的，病院の使命を持つことが多い．この達成程度は完全に測定することは難しく，正確
な成果指標は乏しい．最適契約においては，そのような成果指標を報酬契約に用いることは望
ましくない．理事会が 2つのタスクの実現を期待する非営利病院では，余剰 SURPLUS の実
















634 床（一般病床：584 床，精神病床：50 床，2012 年度現在）である．指定の経緯は，次のと
おりである．
　横浜市は，2004 年 2 月 25 日，横浜市立港湾病院の指定管理者として，日本赤十字社を指定




院経営改革計画（平成 17 年 3 月）』，p. 43.）．
　表 3は，横浜市立みなと赤十字病院の収支状況をまとめたものである．指定管理は代行制で
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始まったが，2009 年 4 月より利用料金制となった．両制度の期間を通じて，経常損失の金額
が減少してきている．医業利益・医業費用はともに増加している．特に医業外利益が増加して
いることに特徴がある．



















2005（H17） 2008（H20） 2009（H21） 2012（H24）
総収益 10,158,123 13,880,323 1,623,000 1,650,957
医業収益 9,047,277 12,488,452 317,958 62,542
医業外収益 1,016,424 1,341,260 1,304,996 1,588,415
特別利益 94,422 50,611 46 0
総費用 12,044,424 15,486,141 3,121,146 3,009,143
医業費用 10,932,440 14,368,902 2,136,894 2,115,768
医業外費用 1,017,562 1,000,490 981,661 892,937
特別損失 94,422 116,749 2,591 438
















う 113 億円を超える額に 10 の 1 を乗じた額の残余の部分であるので，113 億円を超える額の







良改修及び保守・修繕，物品の管理）ごとにあり，全 121 項目中，「実施」は 106 項目，「準備」






















床（一般病床：2,004 床，結核病床：150 床，精神病床：547 床，2012 年度現在）である．法
人化の経緯は，次のとおりである．





億 4000 万円であったが，近年では約 30 億 1900 万円まで増加している．医業利益・医業費用
はともに増加しているが，医業利益の増加の方が大きい．特に運営費負担金が減少しているこ
とに特徴がある．
　病院規模は，当初，2,854 床（一般病床：2,037 床，結核病床：200 床，精神病床：617 床）
であったが，後に減床し，合計 2,701 床となった．病床利用率は，77.3％（2007 年度）から















務実績に関する評価結果』平成 19 年 8 月）．2014 年 4 月，大阪府は法人の種別を変更し，一
般地方独立行政法人（非公務員型）となった（地方独立行政法人大阪府立病院機構『平成 26















営業収益 60,771,410 67,543,364 71,239,277
（うち）
入院収益 32,213,862 38,025,186 42,098,896
外来収益 11,182,563 12,954,312 14,713,486
運営費負担金 13,863,545 13,641,991 11,366,547
営業費用 59,588,996 63,445,070 67,381,419
営業損益 1,182,414 4,098,294 3,857,858
営業外収益 1,048,650 1,014,260 1,192,842
営業外費用 2,091,004 1,977,198 2,031,524
営業外損益 －1,042,354 －962,938 －838,682



































という）である．病床数は，676 床（一般病床：574 床，結核病床：50 床，精神病床：44 床，
感染症病床：8床，2012 年度現在）である．PFI 事業の経緯は，次のとおりである．
　高知県と高知市は，一部事務組合の高知県・高知市病院組合を設立し（1998 年 11 月），PFI
を活用し，2005 年 3 月に高知医療センターを開設した（事業名称：高知医療センター整備運





に PFI 事業の成績不良を理由として契約を解除し，2010 年 4 月から直接運営している．
　表 5は，高知医療センターの収支状況をまとめたものである．PFI の事業期間中は経常損失
を計上していたが，現在では約 1億 6600 万円の経常利益である．期間を通算して，医業利益・
医業費用はともに増加しているが，医業利益の増加の方が大きい．特に医業外費用が減少して
いることに特徴がある．






総収益 15,559,358 18,259,037 19,976,647
　医業収益 12,582,169 14,850,960 16,910,460
　医業外収益 2,857,916 2,891,225 3,019,274
　特別利益 119,273 516,852 46,914
総費用 17,313,367 19,266,785 19,845,819
　医業費用 15,872,598 17,522,018 18,602,374
　医業外費用 1,346,693 1,567,148 1,161,353
　特別損失 94,076 177,619 82,092
経常利益又は経常損失 －1,779,206 －1,346,981 166,006
出所）総務省『地方公営企業年鑑（各年度版）』・「病院事業」より筆者作成
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市病院組合『高知医療センター整備運営事業　1次募集要項（平成 13 年 1 月）』，p. 2.）．
　事業契約は，民間事業者が SPCである高知医療ピーエフアイ株式会社，契約期間は 2002 年
12 月 8 日～2032 年 3 月 31 日までの 30 年間，契約金額は 2,131 億 8,971 万 8,350 円（うち消費

















しても約 150 億円の圧縮ができ，建設費で 50 億円の圧縮が図れるため，30 年間で計 200 億円
の圧縮が図れる内容とされている（第 8回会議録，p. 16.）．
　材料費は，医療収益に対する比率として 23.4％が契約されている（第 6回会議録，p. 18.）．
実績は契約から乖離し，2004 年度から 2008 年度での見込みと実績の乖離額は 31 億 7,400 万円
であった（第 8回会議録，p. 23.）．SPC は，本来受け取るはずであったマネジメント料（約 1
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託料を減額する仕組みである（第 6回会議録，p. 16.）．2006 年度のモニタリングによる減額は




による病院整備・運営を終了することとし，2010 年 3 月末をもって，契約を解除した．病院



































　2007 年 12 月に公表された総務省『公立病院改革ガイドライン』は，公立病院の今後の経営
形態について，そのエージェンシー化を明確に掲げている．本稿の分析から，エージェンシー
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　 The aim of this paper is to report a public hospital reform in Japan and to discuss the 
process, results and its future.  Our mainly observed features and important conclusions 
are as follows: (a) resource allocation and income distribution issues exist in public health 
care delivery system, (b) revenue balancing and service mission are both key objectives, (c) 
there is the agency problem in its reforms, and then the multitask principal agent model of 
Holmstrom and Milgrom (1991) constitutes optimal compensation scheme in incentive 
awards for both performance.
